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平成 30年 1月 24日 

各 位 

会 社 名 Ｕ Ｕ Ｕ Ｍ 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役 鎌 田  和 樹 

（コード番号：3990  東証マザーズ） 

問合せ先 取 締 役 渡 辺  崇 

（TEL. 03-5414-7258） 

 

 

 

カプセルジャパン株式会社との資本・業務提携契約の締結に関するお知らせ 

 

当社は、平成 30年 1月 23日夜の取締役会において、カプセルジャパン株式会社へ出資を行うとともに、同

社と業務提携契約を締結することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．出資および業務提携の理由 

 当社グループは、YouTuber をはじめとする個人クリエイターが新たなメディアとしてコンテンツを発信し、

視聴者を抱えていく中、こうしたクリエイターを様々な形でサポートしていくことで、次の時代のエンタテイ

ンメントをリードしていきたいと考えております。既に国内を中心に YouTubeチャンネル登録者数上位のクリ

エイターを多数抱えており、2017 年 11 月末時点でサポートするチャンネル数は 5,020 チャンネルとなってお

ります。 

一方、カプセルジャパン株式会社は台北、香港、上海において YouTuber 等のインフルエンサーマーケティ

ング事業を手掛けており、これまでに 100人以上のクリエイターと約 1,000本以上の動画タイアップの実績が

あります。 

今回の出資および業務提携により、海外におけるインフルエンサーマネジメント事業に共同で取り組み、当

社所属クリエイターや当社が抱えるコンテンツの海外展開を強化する上で協業を進めてまいります。 

 

２．業務提携の内容等 

（１）業務提携の内容 

当社グループとカプセルジャパン株式会社は、両社グループのシナジーを最大化するため、相互の事業ノウ

ハウや得意先基盤を有効に活用し、海外におけるインフルエンサーマネジメント事業の拡大および当社所属ク

リエイターや当社が抱えるコンテンツの海外展開強化を実現してまいります。 

具体的な提携内容については、事業ノウハウの連携や人的交流なども含め、今後両社間で協議していく予定

です。 

 

（２）新たに取得する相手方の株式又は持分の取得価額 

取得する株式の数：66,667株（新規株式の発行及び既存株主からの株式譲渡） 

取得する株式数の発行済株式総数に対する割合：14.61％ 

取得する株式の取得価額：100,000,500円 
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３．業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 カプセルジャパン株式会社 

（２） 所 在 地 東京都渋谷区渋谷 3丁目 1番 9号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 CEO・埴渕修世 

（４） 事 業 内 容 中華圏でのソーシャルビデオマーケティング 

（５） 資 本 金 29,509千円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 25年 11月 11日 

（７） 大株主及び持株比率 埴渕修世(74.45%) 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 YouTubeチャンネル管理の受託、翻訳業務の委託。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 平成 26年 10月期 平成 27年 10月期 平成 28年 10月期 

 連 結 純 資 産 754千円 9,706千円 44,698千円 

 連 結 総 資 産 5,831千円 32,870千円 69,059千円 

 １ 株 当 た り 連 結 純 資 産 2.51円 27.24円 110.93円 

 連 結 売 上 高 6,553千円 78,487千円 110,348千円 

 連 結 営 業 利 益 ▲2,189千円 26千円 ▲236千円 

 連 結 経 常 利 益 ▲2,180千円 160千円 155千円 

 
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 
▲2,245千円 ▲49千円 ▲25千円 

 １株当たり連結当期純利益 ▲7.49円 ▲0.14円 ▲0.06円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 0円 0円 0円 

 

４．日程 

（１）取締役会決議日  平成 30年 1月 23日 

（２）契約締結日    1月下旬（予定） 

（３）本提携開始日   1月下旬（予定） 

 

５．今後の見通し 

 当該業務提携に伴う平成 30 年５月期の当社連結業績に与える影響は軽微である見通しです。今後、当社連

結業績見通しに影響が生じる場合には、速やかに開示いたします。 

 

以上 

 

 


